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財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備及び 

内部統制報告書の訂正報告書に関するお知らせ 

 

 

イオンフィナンシャルサービス株式会社（以下、当社）は、本日公表の「過年度の有価証券報告書等の訂正報

告書の提出及び過年度の決算短信の訂正に関するお知らせ」にてお知らせしましたとおり、過年度の有価証券報

告書等の訂正報告書を関東財務局長に提出するとともに、過年度の決算短信についても訂正を行い、その内容を

開示しております。 

これに伴い、金融商品取引法第24条の４の５第１項に基づき、本日、「内部統制報告書の訂正報告書」を関東

財務局長に提出いたしましたのでお知らせいたします。 

株主及び投資家の皆さまをはじめ、関係各位の皆さまに多大なご迷惑とご心配をお掛けいたしますこと、深く

お詫び申し上げます。 

 

記 
 

１．訂正の対象 

 2025年２月期 第44期 内部統制報告書 （自 2024年３月１日 至 2025年２月28日） 

 

 

２． 訂正の内容 

 上記内部統制報告書のうち、３【評価結果に関する事項】を以下のとおり訂正いたします。 

 

 

３【評価結果に関する事項】 

（訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたし

ました。 

 

 

（訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、開示すべき重

要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内

部統制は有効でないと判断いたしました。 

 



記 

 

当社は、Post and Telecommunication Finance Company Limited（以下、PTF） の持分取得に向けSoutheast 

Asia Commercial Joint Stock Bank（以下、SeABank）との交渉を進め、2025年２月３日にSeABankより持分

取得を完了し、PTFを連結子会社化いたしました。 

しかしながら、PTF に対する PMI（Post Merger Integration、連結後の経営・業務・システムや組織等の

企業風土を含めた経営統合プロセス）推進の過程で、持分取得前の PTF で不適切な会計処理が行われていた

事実が明らかになり、過年度の連結財務諸表において、貸倒引当金の過少計上があった可能性を認識いたしま

した。これを受けて、過年度の連結財務諸表において誤謬が存在していたか否かなどの情報収集、事実確認及

び会計処理の検討を実施しました。その結果、PTFの資産について再評価を実施し、「のれん」を含む関連する

会計処理を過年度に遡って訂正する必要があると判断したため、2025 年 2 月期の有価証券報告書の訂正報告

書を提出することといたしました。 

 

当社は、「子会社・関連会社管理規則」にて新規企業買収時に内部管理態勢が十分に機能していることを確認

する旨を規定し運用しておりますが、海外新規企業買収に対するリスク認識が不十分であったため、内部管理

態勢に関する必要な情報を十分に入手することができておりませんでした。 

また、当社は「連結決算業務記述書」等において連結財務諸表作成にあたっての子会社等の情報収集に関し

て規定し運用しておりますが、新規企業買収時の企業結合(取得)における具体的な手続きが明示されていなか

ったために、PMI の過程で入手した情報に対して国・地域等の特性を踏まえた分析・精査が不十分となった結

果、買収企業の新規連結時の決算にあたっての正しい会計処理等の検討ができておりませんでした。 

 

以上より、当該全社的な内部統制（リスク評価）及び決算・財務報告プロセスに関連する整備及び運用の不

備が、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。 

なお、上記事実は当事業年度末日後に発覚したため、当該不備を当事業年度末日までに是正することができま

せんでした。 

 

当社は財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、開示すべき重要な不備を是正するため、以下の項

目を中心とする再発防止策を策定し、内部統制の適正な運用を図ってまいります。  

 

① 海外新規企業取得時におけるリスク評価体制見直しによる内部統制の強化 

② 新規企業買収時の決算・財務報告に係るプロセスの整備及び運用の改善 

③ 上記プロセスの検証・レビュー実施による牽制機能の強化 

 

以 上 

 


